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支援の現場における障がい者雇用の現状と課題
令和７年６月１日障がい者雇用状況調査
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支援の現場における障がい者雇用の現状と課題

平成27年度 令和7年度

3資料出所 ハローワークにおける障害者の職業紹介状況等



支援の現場における障がい者雇用の現状と課題

障がい者を雇用する企業は増えている→雇用ありきの求人で配慮がない職場も

働く人たちの障がいの多様性

さらに労働時間週10～20Ｈの精神障がい者・重度障がい者1人をもって0.5カウ
ント可能に

⇓

もっと障がいのある方の就労がすすみ、支援を必要とする方が労働市場へ広
がっていく可能性あり。

支援機関の多様性

企業のニーズは「即戦力」「コミュニケ―ション力のある人」

働く障がいのある方の高齢化

中小企業の障がい者雇用が進んでいない（実雇用率 R7.6.1時点1000人以上
2.69％ 40人～100人未満 1.94％）
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支援の現場における障がい者雇用の現状と課題

◆雇用率についていけない企業→雇用代行ビジネス

◆中小企業の障害者雇用の現状

企業規模
未達成企業に占める

ゼロ企業の割合

1000人以上
0％

（0／1533)

500～1000未満
0.2%

(5／2687)

300～500未満
0.7%

(29／4228)

100～300未満
18.5%

(3518／19060)

40～100未満
89.8％

（33710／37525）

（注）括弧内はゼロ企業数／未達成企業数
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企業規模別未達成企業数及び障害者ゼロ企業数

1000人以上 500～1000未満 300～500未満

100～300未満 40～100未満
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資料出所 令和7年障害者雇用状況の集計結果

〇法定雇用率の未達成企業、および障害者の雇用数が0人である企業（いわゆる「ゼロ企業」を規模別に
みると、300人未満の企業が大半を占める。
〇未達成企業に占めるゼロ企業の割合をみると40人以上100人未満の未達成企業の9割はゼロ企業
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就労支援担当者の心構え

◆就職はご本人の人生に大きなイベント。その重大なことにかかわらせ
てもらっていることを忘れないよう！！

◆本人の意思尊重、意思決定と選択の支援

◆権利擁護

◆苦手なことより強みを見つける

◆バランス感覚→板挟みになりがち。本人、企業それぞれの要望対し、
状況を正しく把握して、バランスの取れた支援を行うことが求められる。

◆伝えるべきことはしっかり伝えること

◆関係機関との連携のためのコミュニケーション力を身に着ける

◆ビジネスマナー
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ご本人が支援者に期待すること

◆就職をさせてほしい→主体はご本人

◆話を聞いてほしい・味方になってほしい

◆自分の特性を理解してほしい

◆自分の代わりに会社に要望を伝えてほしい

◆ずっと支援してほしい
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企業が支援者に期待すること
（企業と接する際の注意点）

◆専門家としての見地からのアドバイス

例えば ・障害の知識

・障害者雇用に関する助成金（トライアル雇用、特定就職困難者雇用開発助成金）

・ハローワークの求職者登録、退職後の雇用保険、再就職手当等 ・法定雇用率、納付金制度

・最低賃金 ・職業上の重度判定 ・障害基礎年金 ・生活保護

・障害者に対する差別の禁止及び合理的配慮の提供義務について ・障害福祉サービス利用について 等

◆企業側の立場の理解 → 配慮事項ばかり伝えてはダメ、どうすれば戦力になるのかを
伝える

◆生活面のサポート

◆困ったことがあった際の対応→企業と支援機関の役割を認識し、できることできない

ことを初めに明確にしておく
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生活面のサポートの必要性

・就労と生活は表裏一体

生活面の変化が勤務に現れてくることも

・生活支援では他機関との連携が必要に
なることも多い

↓

コーディネーター的役割
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生活面の様々な課題

【生活課題の増加、問題の複雑化】⇒就労継続の不安定さ、短期間での離退職の増加

•家庭環境、生活基盤の脆弱さ

過保護・過干渉・放任、障がい理解の欠如、ひとり親・外国籍世帯、経済状況・生活力の
低下など

•友人関係・異性関係

OBとの関係、金銭の貸し借り、SNS、性的関係、妊娠、出産、結婚、育児など

•金銭管理

浪費、クレジット・ネット通販、家族の金銭搾取など

•不適応行動

暴言・暴力、痴漢、窃盗、放火、所在不明など

•情緒面

苛立ち、落ち込み、自己肯定感の低さ、ストレス耐性の脆弱さなど
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障害者総合支援法の理念とは

障害者権利条約が2006年12月国連総会で採択

2007年9月日本が条約に署名

↓

2011年 8月障害者基本法改正

2012年 6月障害者総合支援法が成立

2013年 6月障害者差別解消法が成立、障害者雇用促進法改正。

↓

2014年1月20日日本は「障害者権利条約」を締結、

2月19日に条約は我が国について効力を発生する。

共生社会の実現

障がいを理由とする差別的取り扱いの禁止
合理的配慮の提供義務
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総合支援法における就労系障害福祉サービス
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障害者就業・生活支援センター（ナカポツ）とは

令和6年度実績（全国平均）

1センター当たり

・登録者 673.3人

・新規登録者 67.1人

・相談・支援件数 3711.1件

・就労件数 48.7件

・就職後1年経過時点の職場定
着率 81.8％
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神奈川県内の就労支援センター設置状況

ぽむ

※その他 鎌倉市、大和市、厚木市、秦野市等には市の就労支援センターあり
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ナカポツの役割
地域の障がい者就労支援関係機関の連携の拠点、 いわゆるハブ機能としての役割
を求められている。

⇓

基幹型の機能として地域のネットワーク強化、充実を図っていくことが求められている。

（障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会報告書より）

・神奈川県内のナカポツ・就労支援センターの数 １８事業所

神奈川県内の就労移行支援事業所の数 約２３０事業所

約１３倍
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ナカポツへの引き継ぎにつ
いて

就労定着支援の支援期間は最大3年間となっているが、就労定着支援事業
所は支援期間が終了するまでに、利用者が日常生活または社会生活の課
題に対して対処できるように支援していく必要があり、支援終了時点におい
て特段の支援が無くても就労定着が実現できる状態を目指していくことが
重要である。（令和3年3月30日厚労省社会・援護局通達「就労定着支援の
実施について」より）

ナカポツへの引き継ぎについて・・・支援期間終了後の継続的な支援の必
要性を精査せず、支援期間が終了したことをもって一律に引き継ぐといった
ことがないようにするとともに、・・・・・・（令和3年3月30日厚労省社会・援護
局通達「就労支援の実施について」より）

16



定着支援で目指すべき方向性
定着支援で目指してほしいこと

ナチュラルサポートの形成 本人の自己解決能力の形成

上記2点の形成は企業、ご本人が力をつけること。
＝支援の終結

支援者は次の支援の必要な方へ力を向けることができるようになる。

限られた人材で必要な方に必要な支援を
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ご清聴ありがとうございました。

これからも同じ就労支援の仲間として

神奈川県内の障がい者雇用を盛り上げ

ていきましょう！！
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